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つなぐ。
声と声を。
想いと想いを。
人と人を。
今日と明日を。

私たちがつなぐひとつひとつ。
それがきっと誰かの力になるから。
そこに私たちの使命があるから。
いま、目の前にあることのために、
できる限りのことを。

つなげよう、 
明日へ。

本冊子は、「詳細版」となります。
「ダイジェスト版」については、ウエブサイト掲載のPDF、
e-bookをご覧ください。

NTT東日本グループでは、CSR報告書を、CSR経
営の改善や向上に向けて、ステークホルダーとの
コミュニケーションを行う重要なツールと位置づ
けています。
NTT東日本グループでは、2000年に初めて「環境
報告書」を発行し、2005年から社会的側面の報告
等、内容を充実させた「CSR報告書」の発行を開始
しました。そして、重要度の高いテーマを報告する
冊子に加え、紙面の都合上掲載できなかった活動
事例や詳細なデータ、更新情報のホームページへ
の掲載を行う等、ステークホルダーへ向けた充実
した情報開示に努めています。
2017年も、より幅広いステークホルダーとコミュ
ニケーションができるよう、冊子（ダイジェスト
版）と網羅的情報を掲載したウエブサイト（詳細
版）をご用意し、NTT東日本グループのCSR活動
を報告しています。

CSR報告書の構成

報告内容の
充実度

ステークホルダーの
皆さまにとっての関心度

冊子
（ダイジェスト版）に

掲載
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大きい
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ウエブサイト
（詳細版）に
掲載

PDF、e-book
（詳細版） ウエブサイト

http://www.ntt-east.co.jp/csr/

報告テーマの絞り込みイメージ図

ウエブサイト（詳細版）で
CSRに関するすべての情報をご報告
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本報告書は、サステナブルな社会の実現をめ
ざすNTT東日本グループの経済、社会、環境に
関する取り組みと実績を、お客さまをはじめとし
た、事業に関わるすべての皆さまに報告するもの
です。

本報告書の編集にあたっては、2006年度に
制定、2016年度に改定された「NTTグループ
CSR憲章」で定めた4つのCSRテーマ「安心・
安全なコミュニケーション」「人と社会のコミュ
ニケーション」「人と地球のコミュニケーション」

「チームNTTのコミュニケーション」に基づいた
構成としています。

※	NTT東日本は、地域電気通信業務を担う事業会社として
の日々の活動を、皆さまによりわかりやすくお伝えしたいと
考え、CSRテーマの掲載順序を、憲章とは一部変更してい
ます。

※	記載されている会社名・製品名・サービス名は各社の登録
商標または商標です。

※	人名・会社名・団体名・公共機関名等は、原則として敬称を
略しています。

編集方針

2016年度（2016年4月1日〜2017年3月31日）
の活動報告を基本として、一部2016年度以前また
は、2017年度の活動についても掲載しています。

報告期間

原則として、NTT東日本の本社、6事業部・29支店、
地域子会社4社およびNTT東日本が出資するグループ
会社としています。

なお、対象範囲以外の事業体におきましても、サプラ
イチェーンを通じて社会・環境に重要な影響を与えてい
るという認識から取り組みについて報告しています。

※	記事中の表記については、原則2017年6月30日以前の
ものとしています。また社員等の所属組織名等については、
2017年7月1日のものとしています。ただし、一部例外もあ
りますので、あらかじめご了承ください。

報告組織の範囲

2017年9月
（次回：2018年秋を予定　前回：2016年10月）

発行時期

※	報告書の記述について
本報告書には過去と現在の事実だけでなく、発行時点におけ
る計画や将来の見通しを含んでいます。これらは、記述の時点
で入手できた情報に基づく仮定や判断を含むものであり、将来
の活動内容や結果が掲載内容と異なる可能性があります。

・	環境省「環境会計ガイドライン2005年版」
・	環境省「環境報告ガイドライン2012年版」
・	「NTTグループ環境会計ガイドライン2008年版」
・	GRI「サステナビリティ レポーティング ガイドラ

イン 第4版」

参照ガイドライン

つなぐ
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情報通信産業の
責任ある担い手として
成長と発展を
続けられる企業へ

東日本電信電話株式会社
代表取締役社長

「インフラからサービス企業」への転換に向けて

情報通信市場ではクラウドサービスやAI*1、ビッグデータ*2、IoT*3 等の
技術の進歩による新たなサービスの登場を通じて、人々の生活における利便
性や各産業における生産性の向上等、幅広い変化が起きています。一方で、
高度化・複雑化するサイバー攻撃に対するセキュリティ強化、災害対策への
取り組み強化や安心・安全な社会システムの運営等、情報通信の役割はより
重要となってきており、こうした動きは世界的な広がりを見せています。また、
地域通信市場においても、ブロードバンドサービスにおける競争の激化に加
え、多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それに伴うお客さま
の利用用途の多様化、データ通信量の増加によるオフロード*4ニーズの伸長
等、大きく変化してきています。

このように激しく変化する事業環境に対応し、持続的に成長していくため、
NTT 東日本グループは、2015 年度より、これまでの「回線事業」から「サー
ビス事業」を中心とした収益構造への転換という中長期的な目標に向けて、
新たなチャレンジを進めてきました。“変革の3 本柱”として、「ビジネスユー
ザー市場の攻略」「光コラボレーションモデル※ 1の推進」「経営効率化・生産性
向上」を掲げ、とりわけ、高付加価値サービスを新たな収益の柱へと育てる
ためのさまざまな活動に精力的に取り組みました。
「ビジネスユーザー市場の攻略」としては、「ギガらくWi-Fi」※ 2における

「リモートアクセスオプション」や「LAN 給電オプション」といったオプショ
ンメニューや、インターネット回線、Wi-Fi 環境、セキュリティ対策に加え、
ICT 環境に関する相談窓口や24 時間 365日の故障受付対応等のサポート
メニューをひとまとめにした「まるらくオフィス」※ 3 等、企業等のお客さまの
特性やニーズに応じたサービスを提供し、ICT 利活用促進に取り組みました。

「光コラボレーションモデルの推進」においては、コラボレーション事業者さ
まを支援することで、新規需要創出や関連するオペレーションの効率化に努
めたことにより、470 社を超える事業者さまにご活用いただいております。
2016 年 10 月には「フレッツ光」「コラボ光」の契約数が固定電話施設数を
上回り、累計 1,100 万を突破いたしました。「経営効率化・生産性向上」に
ついては、設備部門におけるオンサイト業務の効率化を推進するとともに、社

トップメッセージ

光コラボレーションモデル
https://flets.com/collabo/portal/

※1

※3 まるらくオフィス
https://flets.com/maruraku-office/

※2 ギガらくWi-Fi
https://flets.com/gigarakuwifi/
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*１.	AI：Artificial Intelligenceの略。人間の脳が行ってい
る知的な作業をコンピュータで模倣したソフトウェアやシス
テム。

*2.	ビッグデータ：インターネットの普及やコンピュータの処
理速度の向上等に伴い生成される、大容量のデジタル
データ。

*3.	IoT：Internet of Thingsの略。今までインターネットに
接続されることのなかったモノが、インターネットに接続さ
れていく概念。

*4.	オフロード：通信量の増大により発生する通信速度の低下
やつながりにくさを解消するため、負荷を分散すること。

用 語 解 説



員として働くだれもが継続して就業し、成果をあげられるようフレックスタイム制
やシフト勤務、在宅勤務等のテレワークを活用した働き方改革にも取り組んでい
ます。

これらの取り組みにより、当社は2016年度決算において3年連続で過去最
高益を達成することができました。この場を借りて、皆さまに厚く御礼申し上げ
ます。

豊かな社会の実現と持続的な発展に貢献

NTT 東日本グループがめざすのは、事業活動を通じて豊かな社会を実現
し、その持続的な発展に寄与していくことです。これからもブロードバンド環
境の充実と光サービスのさらなる利用層拡大に努め、ICT 利活用による少子
高齢・低炭素社会への対応や、働き方改革といったわが国が直面する経済
的、社会的諸課題の解決に貢献していきます。

たとえば、地域に根ざしたケーブルテレビ事業者さまとの光コラボレーショ
ンモデルでは、NTT 東日本の光アクセスサービスを活用した放送サービス
の高度化やインターネットサービスの高速化等の全域光化によるサービス拡
充だけでなく、地域の発展を担う高度な情報通信基盤を構築していくことで、

“ICTを活用した地域づくり”を推進し、地域活性化の取り組みに貢献して
います。また、農業分野では、圃

ほじょう
場に太陽光を活用した環境発電によるセン

サーと無線通信機器を設置することで、「温度」「湿度」「照度」等のセンシン
グデータを自動収集し、スマートフォンアプリやパソコン等を用いて圃場環境
を“見える化”するソリューションを開発、提供することで、農家の労働時間の
削減や農業の生産性向上に貢献するとともに、Wi-Fi、AIによる映像データ
解析、ビーコン等の技術を活用したトマトの収穫量予測と農作業者の生産活
動の見える化や、Wi-Fi、画像データ解析技術、肉用牛の転倒自動検知技術、
ミリ波ネットワーク*5 等を活用した出荷前の肉用牛の転倒事故死の未然防止
といった農業・畜産 IoTに関する共同実証実験にも取り組んでいます。

一方で、NTT 東日本グループの「つなぐ、を、つよく。」という理念は、
東日本大震災から6 年が経過した今も決して変わることはなく、情報通信産
業の責任ある担い手として、災害に強い通信ネットワークの構築、大規模自
然災害等の際の迅速な復旧等の取り組みを通じて、社会的インフラとしての
信頼性の確保に努めています。2016 年 8 月に発生した台風 10 号に伴う豪
雨により、川の氾濫、橋の崩落等が発生し、光ケーブルが多数切断となりま
したが、ドローンの活用や迅速な光ケーブルルートの設計・切り替えにより、
早期に復旧することができました。あわせて、災害時における通信手段を確
保するため、自治体等と協議し、「災害時用公衆電話（特設公衆電話）」*6の
事前設置を進めたことで、台風 10 号による災害時においても、お客さまに
安心・安全をお届けすることができました。今後も防災ソリューション等の提
供を通じ、自治体さまと共同で災害に強い街づくりに貢献していきます。

また、NTT 東日本グループでは、 人と地球が 調和する未来をめざし、
2030 年に向けた環境目標「NTT 東日本グループ環境目標 2030」を制定
しました。温暖化の要因となるCO₂の排出が少ない「低炭素化している未
来」、限りある資源を有効に活用する「資源が循環している未来」、資源を生
み出す源泉である自然を守る「自然と共生している未来」の3つの未来に向
けて、ICTサービスの提供や社員による活動、事業活動における環境負荷低
減の取り組みを進めていきます。
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*5.	ミリ波ネットワーク：無線LANよりも高い周波数を使用
し、短距離ながら 1Gbpsを超えるような超高速無線通
信を行うことができる規格。

*6.	災害時用公衆電話（特設公衆電話）：災害時、避難施設
にいる人や帰宅困難者の通信手段として、無料で利用で
きる公衆電話。施設管理者が保管し、災害発生時に施
設管理者が設置する。

用 語 解 説



NTT東日本グループCSR報告書2017を
お届けするにあたって

NTT 東日本グループは「人と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな
社会」に向けて、今後も地域のお客さまとの「face to face」のつながりを
大切にし、皆さまとともに「人と通信で、地域をつなぐ会社」として成長して
いきたいと考えております。
「NTT 東日本グループ CSR 報告書 2017」では、「NTTグループ CSR 憲

章」に掲げる4つのテーマ「安心・安全なコミュニケーション」「人と社会のコ
ミュニケーション」「人と地球のコミュニケーション」「チームNTTのコミュニケー
ション」に沿ったKPI（キーパフォーマンス指標）を国連が採択した「持続可能
な開発目標（SDGs）」と関連づけ、ステークホルダーの皆さまに活動状況の
報告を行うとともに、ステークホルダーの皆さまとのダイアログ（対談会）や、
地域の皆さまとのつながりとして「事業部・グループ各社の活動状況」をダ
イジェスト版に掲載しております。また、NTT 東日本グループとしての「つな
ぐ」使命についてわかりやすくお伝えする観点から、これまで同様にウエブサ
イト（詳細版）を作成しています。ぜひともご一読いただき、皆さまの忌憚な
いご意見・ご感想をお寄せくださいますようお願い申し上げます。
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● データ伝送サービス
インターネットも、電話も、映像も、自由に選べて快適に使える「フレッツ光」を
はじめとしたデータ伝送サービス

●音声伝送サービス
「加入電話」および、今お使いの電話番号や電話機がそのまま使えて、低廉な
料金で利用できる「ひかり電話」等の音声伝送サービス

●専用サービス
お客さまのシステム規模やご利用形態にあわせて、効率的なネットワークを構
築できるよう、高い信頼性と豊富な速度メニューを揃えた専用サービス

●システム・インテグレーションサービス
各種サービスに関わるネットワーク・ICTソリューション

●その他
結婚・誕生日・記念日のお祝い事等でご利用できる電報サービス等

男性 女性 合計

社員数（人） 3,200 1,650 4,850
　うち管理職数（人） 750 50 800
　うち採用者数（人） 200 100 300

平均年齢（歳） 40.2
平均勤続年数（年） 16.6

名 称

本 社 所 在 地
代表取締役社長
設 立 年 月 日
資 本 金
資 本 構 成
社 員 数
事 業 所
事 業 内 容

東日本電信電話株式会社
（英文名称：NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST CORPORATION）

東京都新宿区西新宿三丁目19番2号
山村 雅之
1999年7月1日
3,350億円
日本電信電話株式会社　100%出資
4,850人（グループ：33,700人※1）
6事業部（29支店）
東日本地域※2における地域電気通信業務※3および
これに附帯する業務、目的達成業務、活用業務

NTT東日本グループについて

・2017年3月31日現在。
・採用者数には医療系採用は含まない。

　会社概要

　おもなサービス内容

　NTT東日本の社員数等
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NTT東日本、NTT東日本主導の直接出資会社の社員
数（2017年3月31日現在）。

※1

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福
島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、新潟県、山梨県および長野県。

※2

県内通話に係る電話、専用、総合ディジタル通信等の
電気通信サービス。

※3



北海道

秋田
岩手

宮城山形

福島

栃木

茨城

千葉

群馬
埼玉
東京山梨

神奈川

長野

新潟

青森

伊豆諸島

小笠原諸島

硫黄島等

  

電柱
567 万本

管路
29万km

とう道
406km

電話線や光ケーブル等
123万km

水底ケーブル
800km ・通信インフラの数値については、2017年3月31日現在。

　サービス提供エリアと通信インフラ

　フレッツ光 契約者数の推移

（年度）
0

200

600

400

800

1,000

1,200
（万契約）

2012

975

2013

1,019

2014

1,040

2015

1,067

2016

1,117
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（単位：億円）

（単位：億円）

・2017年7月1日現在。

　NTT東日本の組織図

　過去5年間の決算概要

　営業収益内訳の推移

事
業
部（
６
）

東
京

神
奈
川

千
葉

埼
玉

宮
城

北
海
道

営業推進
本部

ビジネス
開発本部

ビジネス
イノベーション本部

ネットワーク
事業推進本部

社長
（経営会議）

取締役会 監査役会 監査役
監査役室

支
店（
29
）

東
京
南

東
京
北

東
京
東

東
京
武
蔵
野

東
京
西

山
梨

神
奈
川

川
崎

神
奈
川
西

千
葉

千
葉
西

茨
城

埼
玉

埼
玉
南

埼
玉
西

栃
木

群
馬

長
野

新
潟

宮
城

福
島

岩
手

青
森

山
形

秋
田

北
海
道

北
海
道
南

北
海
道
北

北
海
道
東

資
材
調
達
セ
ン
タ

東
北
復
興
推
進
室

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク・

パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
推
進
室

高
度
化
推
進
部

サ
ー
ビ
ス
運
営
部

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
部

設
備
企
画
部

B
B
X
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
部

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
部

フ
ロ
ン
ト
サ
ポ
ー
ト
部

カ
ス
タ
マ
ー
リ
レ
ー
シ
ョ
ン
部

バ
リ
ュ
ー
ク
リ
エ
イ
ト
部

事
業
推
進
部

営
業
部

販
売
企
画
部

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
推
進
部

相
互
接
続
推
進
部

業
務
監
査
室

財
務
部

医
療・健
康
管
理
セ
ン
タ

広
告
表
示
審
査
室

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
室

総
務
人
事
部

グ
リ
ー
ン
推
進
室

Ｉ
Ｔ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
部

広
報
室

経
営
企
画
部

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
推
進
室

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

損
益
状
況

営業収益 18,317 17,738 17,654 17,223 16,722

営業費用 17,667 17,070 16,555 15,604 14,831

営業利益 650 667 1,098 1,618 1,891

経常利益 888 917 1,220 1,734 2,044

税引前利益 809 834 1,141 1,696 2,044

当期純利益 528 539 695 1,187 1,496

資
産
・
負
債

お
よ
び

純
資
産
の
状
況

資産合計 36,498 35,555 34,807 34,380 35,010

負債合計 15,015 13,863 12,707 12,419 12,146

純資産 21,482 21,692 22,099 21,960 22,864

2014年度

▲43117,654

2015年度

専用・附帯等
4,272

IP関連
8,696

音声
4,685

音声+IP関連
13,381

17,223

2016年度

専用・附帯等
4,165

IP関連
8,779

音声
4,278

音声+IP関連
13,057

音声+IP関連
▲324

+83

▲407

▲107

▲500 16,722

専用・附帯等
4,049

IP関連
8,707

音声
3,965

音声+IP関連
12,673

音声+IP関連
▲384

▲71

▲312

▲115
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・2017年7月1日現在
・NTT東日本主導の直接出資会社。

　グループ会社一覧

地域子会社 4社 （株）NTT東日本-南関東　（株）NTT東日本-関信越
（株）NTT東日本-東北　（株）NTT東日本-北海道

情報通信エンジニアリング分野 5社

（株）NTTエムイー　NTTインフラネット（株）　
アイレック技建（株）
NTTレンタル・エンジニアリング（株）　
NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

SI・情報通信処理分野 2社 NTTテレコン（株）　日本テレマティーク（株）

電話帳ビジネス・印刷分野 1社 NTTタウンページ（株）

テレマーケティング分野 2社 （株）NTT東日本サービス　
（株）NTTソルコ&北海道テレマート

不動産分野 2社 （株）NTT東日本プロパティーズ　
（株）NTTル・パルク

金融・カード分野 1社 （株）NTTカードソリューション

ファシリティマネジメント・
福利厚生分野 1社 テルウェル東日本（株）

移動体通信分野 1社 日本空港無線サービス（株）

国際分野 1社 NTTベトナム（株）

その他の分野 3社 NTT空間情報（株）　（株）アイ・エス・エス　
NTTスポーツコミュニティ（株）

・ NTT東日本主導の直接出資会社。
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人と社会の
コミュニケーション
人と社会の

コミュニケーション
チームN TTの

コミュニケーション
チームN TTの

コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション
安心・安全な

コミュニケーション
人と地球の

コミュニケーション
人と地球の

コミュニケーション

「人と通信で、地域をつなぐ会社」として
進化し続けるNTT東日本グループ

C S R 憲 章

人と社会と地球がつながる
安心・安全で豊かな社会

私たちNTT東日本グループは、
「人と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな社会」に向けて、
「人と通信で、地域をつなぐ会社」として進化し続けていきます。

CSRの考え方およびCSR活動フレーム
・	 NTT 東日本グループは、事業活動を通じて社会の持続的な発展に貢献していくことを経営の基本姿勢としており、社員一人ひとりが

事業活動を通じてCSR 活動に取り組んでいます。
・	 NTT 東日本グループでは、2006 年度のNTTグループ CSR 憲章制定から、2009 年度にはCSR 目標によるPDCAサイクルの実践

をスタート、そして今日に至るまで職場や個人レベルでのCSR 活動の浸透やグループ一体となったCSR 活動を実践してきました。
そして、2012 年度、CSR 活動の一層の充実を図るべく、「CSR 活動フレーム」を構築しました。
CSR 活動フレームは、NTTグループ CSR 憲章を土台に据え、KPI（キーパフォーマンス指標）を通じたPDCAサイクルの実践により、私
たちのありたい姿「『人と通信で、地域をつなぐ会社』として進化し続ける」ことをイメージして表現しています。

●ありたい姿

●KPI

●NTTグループCSR憲章CSR 活動フレームでは、KPI を機軸とした PDCA サイクル
を実践し、「ありたい姿」に近づいていくイメージを螺旋（らせ
ん）により表現しています。

NTT東日本グループのＣＳＲ

▶ CSR活動フレーム
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人と社会の
コミュニケーション
人と社会の

コミュニケーション
チームN TTの

コミュニケーション
チームN TTの

コミュニケーション

安心・安全な
コミュニケーション
安心・安全な

コミュニケーション
人と地球の

コミュニケーション
人と地球の

コミュニケーション

「人と通信で、地域をつなぐ会社」として
進化し続けるNTT東日本グループ

C S R 憲 章

人と社会と地球がつながる
安心・安全で豊かな社会

●ありたい姿
NTT 東日本グループは、「現場力」「つなぐDNA」を継承し、ステークホル
ダーの皆さまにとっての価値が何かを考え続け、「人と通信で、地域をつな
ぐ会社」として、進化し続けていきます。

● KPI
CSR 活動における取り組み達成レベルを推し量ることのできるシンボリックな
指標として、「KPI」を、NTTグループ CSR 憲章の４つのコミュニケーション
に沿った重要テーマごとに設定しています。
KPIを通じてPDCAサイクルを着実に実践していくことにより、CSR 活動の
推進、ひいては、NTT 東日本グループのありたい姿の実現にも資するもの
と考えています。

●NTTグループCSR憲章※

● NTT東日本グループCSR行動基準

私たちNTT 東日本グループは、CSR（＝事業）活動の理念とも言うべき「NTTグ
ループ CSR 憲章」を土台（＝拠り所）に据えて、CSR 活動に取り組んでまいります。

お客さま情報はもとより全ての情報は、
運用ルールを守り、適正に管理します。

5

報連相（報告・連絡・相談）を忘れずに、チームで協働し、
仲間とともに風通しの良い社風を築きます。

6

いつでもどこでもつながる『安心・安全』を提供します。1

お客さまを第一に、実直に、ひたむきに、丁寧に業務を
遂行します。

2

人権尊重、法令・社会規範の遵守などの高い倫理観は
常に忘れません。

3

事業活動が地球環境に与える影響を理解し、
地球環境保全に努めます。

4

事業や社会貢献活動などを通じて、        
地域社会の活性化や発展に貢献します。

7

※2006年度に制定し、2016年度に改定されました。

CSRメッセージ CSRテーマ

安心・安全な
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラを提供する企業グループとして、社会
的・倫理的な課題の克服に真摯に取り組み、情報セキュリティの確保や災害・サイバー
攻撃にも強い安心・安全なコミュニケーション環境を提供します。

私たちは、社会の持続的発展のため、革新的ICTを開発・提供することでより豊かで便
利なコミュニケーション環境を実現し、国内外のさまざまな社会的課題の解決に貢献
します。

私たちは、グループ事業全体にわたって環境負荷を低減し、ICTの利活用による社会全
体の環境負荷低減に取り組み、さまざまな地球規模での環境問題の解決に努めます。

私たちは、“チームNTT”として、さまざまなパートナーの皆さまとともに高い倫理観と
人権意識を持って事業に取り組み、ダイバーシティを尊重した働きやすい職場環境の
整備や個の成長に努め、豊かな地域社会づくりに貢献します。

私たちNTTグループは、
お客さまの“バリュー
パートナー”として、最
高のサービスと信頼を
提供し、“コミュニケー
ション”を通じて、人と
社会と地球がつながる
安心・安全で豊かな社会
の実現に貢献します。
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NTT東日本

CSR委員会

取締役会

社長
（経営会議）

地球環境保護推進
小委員会

ダイバーシティ推進
小委員会

NTT東日本
グループ各社

CSR委員会等連携

※事務局：CSR 推進室

※事務局：グリーン推進室

※事務局：ダイバーシティ推進室

CSR推進体制

SDGsに関する取り組み

CSR推進体制
NTT 東日本グループは、「企業としての社会的責任を果たし、社会の持続

的な発展に貢献していく」とのCSR 経営の基本姿勢の下、「身近な総合 ICT
企業」としてお客さまから選ばれ信頼され続ける企業経営をめざしています。
そのため、CSR 推進に向けたマネジメント体制を明確にし、NTT 東日本グ
ループ全体のCSR 活動の方針やテーマ設定、浸透施策を検討・決定するた
めに、代表取締役副社長を委員長とする「CSR 委員会」を設置し、具体的
な取り組みを展開しています。2016 年度は、3 回の委員会を開催しました。

CSR 委員会の傘下には、「地球環境保護推進小委員会」「ダイバーシティ推
進小委員会」を設置し、CSR 推進体制の一層の充実に向けた取り組みを展
開しています。これらの委員会・小委員会は、それぞれCSR 推進室、グリー
ン推進室およびダイバーシティ推進室が事務局として運営し、CSR 推進に向
けた当該分野のさまざまな取り組みについて議論し、展開しています。

CSR 推進室は、CSR 活動のけん引役として、基本方針や行動計画の策定、
社員への浸透、CSR 報告書の発行をはじめとしたステークホルダーの皆さま
への情報開示等の役割を担っており、CSR・社会貢献等諸施策の企画・展開
等を行っています。

またグリーン推進室では、環境経営の方針策定や、地球温暖化対策に関す
る施策の展開等を行っており、ダイバーシティ推進室では、「多様な人材の活
用」および「多様な働き方の推進」に向けた取り組みを展開しています。

こうした社内推進体制により、NTT 東日本グループにとっての理想的な
CSR 経営のあり方を、多面的かつ継続的に追求していきます。

CSR推進に向けた取り組み
CSR 委員会では、これまでNTT 東日本グループ全体および社員一人ひと

りのCSR 意識浸透と自律的なCSR 活動を推進するため、さまざまな取り組み
を行ってきました。

2009 年 3 月には、「NTTグループ CSR 憲章」「NTT 東日本グループ CSR
行動基準」の実践に資する観点から「NTT 東日本グループ CSR 目標」を制
定しました。そして、2013 年 3 月には、「人と通信で地域をつなぐ会社」と

NTT 東日本グループは、2015 年 9 月に国連で採択された「持続可能な開
発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」（右図）の達成に向
け、ICTを通じた付加価値の高いサービスをさまざまな分野で提供し、 社会的
課題の解決に貢献しています。

NTT 東日本グループはこれからも、社員一人ひとりが事業活動を通じ、人
と社会と地球がつながる安心・安全で豊かな社会の実現に貢献していくととも
に、SDGsの達成に向け寄与していきます。　

持続可能な開発目標（SDGs）とは
http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/
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ステークホルダーの声を活かしたNTT東日本グループのＰＤＣＡサイクル

課題の把握

NTT東日本グループ

CSR報告書における情報開示の範囲

課題の選定／
目標（指標）化

測定結果の評価／
課題の洗い出し 改善

ステークホルダーの皆さま
問題の提起 改善の要求 アカウンタビリティの要請／活動実態の評価

対話（ステークホルダー・ダイアログ）

CSR報告書 第三者意見

計画の実行／
パフォーマンスの測定

開示

Plan Do Check Act

して進化し続けていくことをNTT 東日本グループとしての「ありたい姿」と
して設定し、私たちの事業（＝CSR 活動）の理念とも言うべき「NTTグルー
プ CSR 憲章」を土台にしっかり据えて、さらには、CSR 活動の重要テーマご
とに新たにピックアップした「KPI」（キーパフォーマンス指標）を軸にPDCA
サイクルを実践していくイメージを明確にしていきたいとの認識から、新たに

「CSR 活動フレーム」として整理しました。
なお、KPIに基づく指標値等については、2016 年度の結果を本報告書へ

記載し報告しています。　
また、CSRに関する理解促進・意識啓発に向けた継続的な取り組みとして、

2016 年度も経営幹部やCSR 推進担当者、全就労者を対象とした階層別研
修やeラーニング研修等を実施しています。

今後も、CSR活動のさらなる浸透と充実に向けた取り組みを行っていきます。
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NTT 東日本グループでは、2012 年度から、CSR 活動における取り組み達成レベルを推し量ることのできるシンボリックな指標と
して、KPIをNTTグループ CSR 憲章における4つのCSRテーマごとに設定しています。2016 年度については、SDGsとの関連を
認識しつつ、各種取り組みを積極的に推進してきました。2017 年度については指標値の追加、一部見直しを行うとともに、引き続
きKPIを基軸としたPDCAサイクルをしっかりと実践していきます。

CSRテーマ 関連
SDGs

CSR重点
活動項目 KPI 2016年度

指標値
目標／
到達点

2016年度
取り組み

2016年度
結果

自
己
評
価

関連
記事

2017年度
指標値

目標／
到達点

安
心
・
安
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

私たちは、
社会を支え
生活を守る
重要なインフラを
提供する
企業グループ
として、
社会的・倫理的な
課題の克服に
真摯に取り組み、
情報セキュリティ
の確保や災害・
サイバー攻撃にも
強い安心・安全な
コミュニケーショ
ン環境を
提供します。

重要インフ
ラとして
高い安定性
と信頼性
の確保

重 大 事 故
の撲滅

重大事故の
発生件数

（電気通信役務の
提供を停止または
品質を低下させた
事故で、影響利用
者数3万以上かつ
継続時間1時間以
上のもの等）

重大事故
発生

「0」件

・	信頼性の高い設備の
構築（多ルート化等）

・	重大事故につながる
可能性のある
事例分析

・	現場力向上フォーラ
ム等を通じた技術者
育成

重大事故発生
「0」件 ○

P.22

〜

P.31

継
続

重大事故の
発生件数

重大事故
発生

「0」件

安定サービス
提供率

（安定サービス提
供率の算出方法は
下記囲みを参照）

安定サービス
提供率
99.99%
以上

・	通信設備の安心・安全
に向けた予防保全

（電柱の点検・更改、設
備110番による不安
全設備早期解消等）

・	災害対策訓練（社内外
両面による）の実施

・	移動電源車、衛星通信
機器等の災害対策機
器の配備

・	24時 間365日、リ ア
ルタイムによるネッ
トワークの監視・制御

安定サービス
提供率
99.99%以上

○ 継
続

安定サービス
提供率

安定
サービス
提供率
99.99%
以上

情報セキュ
リティの
確保

情報セ
キュリ
ティ意識
の確立・
実践

情報セキュリティ
関連研修
受講者数

毎年度全対
象者受講

（契約社員お
よび派遣社
員等を含む）

・	eラーニング等に
よる研修を実施

（2016年12月1日〜
2017年2月28日）

全対象者受講
（約5.5万名：
100%実施）

○

P.33

継
続

情報セキュリ
ティ関連研修
受講者数

毎年度全対
象者受講

情報セキュリティ
監査
実施組織数

毎年度全対
象組織実施

・	全監査対象組織
（49組織）に対し監査
を実施し重大な不備
がないことを確認

全対象組織に対し
実施

（49組織：100％
実施）

○ 継
続

情報セキュリ
ティ監査実施
組織数

毎年度
全対象組織
実施

セ キ ュ リ
テ ィ レ ベ
ル の 底 上
げ に 向 け
た セ キ ュ
リ テ ィ 人
材の創出

セキュリティ
人材数

対前年度比
増

・	セキュリティ専門業
務での実務経験の蓄
積

・eラーニングによるセ
キュリティ講座の活
用（年8回）

・	模擬環境でのサイ
バー演習の実施（年
13回）

2016年度末セ
キュリティ人材数
約4,700名

（対前年度比：
約1,600名増）

○
P.35

〜

P.36

継
続

セキュリティ
人材数

対前年度比
増

　

KPI（キーパフォーマンス指標）および2016年度の結果

※1 主要サービス重大事故総影響時間＝ユーザ数×重大事故対象時間　※2 主要サービス提供総時間＝契約者数×24時間×365日

安定サービス提供率＝1− ×100％
主要サービス重大事故総影響時間※1

主要サービス提供総時間※2 ）（
集計対象範囲は、ＮＴＴ東日本グループを基本とする。
※1 NTT東日本、地域子会社、NTT-ME、NTT東日本サービス
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CSRテーマ 関連
SDGs

CSR重点
活動項目 KPI 2016年度

指標値
目標／
到達点

2016年度
取り組み

2016年度
結果

自
己
評
価

関連
記事

2017年度
指標値

目標／
到達点

人
と
社
会
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

私たちは、社会の
持続的発展のため、
革新的ICTを開発・
提供することでよ
り豊かで便利なコ
ミュニケーション
環境を実現し、国内
外のさまざまな社
会的課題の解決に
貢献します。

お客さまへ
の価値提供
を通じた
持続可能な
社会への
貢献

豊 か な 社
会の実現
お よ び 持
続可能な
発展に貢献
する商品・
ソ リ ュ ー
ション等
の提供

「フレッツ光」
契約数

（光コラボ含む）
［光コラボ協業
事業者数］

2016年度
純増30万
回線

［光コラボ協
業事業者数
対前年度比
増］

・	光コラボレーション
モデルの推進

・	サービスラインアッ
プの拡充

「フレッツ・あずけ〜
るPROプラン」の機
能拡充

「クラウドゲートウェ
イ」シリーズの提供
開始

「フレッツ・キャスト」
の機能拡充

「ギガらくカメラ」の
機能拡充

「まるらくオフィス」
の提供開始

・	各種キャンペーンの
実施
フレッツ光新規申込
時等の割引キャン
ペーン

2016年度
純増51万回線

［光コラボ協業
事業者数470社］

（対前年度比：
162社増）

○

P.41

〜

P.57

変
更

「フレッツ光」契
約数

（光コラボ含む）
［光コラボ協業
事業者数］

2017年度
純増50万
回線

［光コラボ
協業事業
者数対前
年度比増］

新サービスやソ
リューション
提供件数

（報道発表ベース）
ー

・	サービスラインアッ
プの拡充
企業向け「かんたんタ
ブレットサービス」の
提供

「おまかせまるごとア
ンチウイルス」の提供

「フレッツ・あずけ〜
るPROプラン」のマ
イナンバー対応
機能の拡張および提
供エリアの拡大
クラウド型ロボット
プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
サービス「ロボコネ
クト」の提供
家庭等の電力利用情
報を集約・提供する
プ ラ ッ ト フ ォ ー ム
サービスの提供

22件
（報道発表ベース） ○ 変

更

ICT活用により
自治体・
企業と連携した
地域活性化等に
つながる
活動件数

（報道発表ベー
ス）

30件

人
と
地
球
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

私たちは、グルー
プ 事 業 全 体 に わ
たって環境負荷を
低 減 し、ICTの 利
活用による社会全
体の環境負荷低減
に取り組み、さま
ざまな地球規模で
の環境問題の解決
に努めます。

持続可能な
社会の実現
に向けた環
境経営の推
進

温 暖 化 対
策の推進

CO₂排出量削減率
（対2008年度比）

2020年度
25%以上
削減

・	ネットワーク設備の
更改・統廃合や、高効
率な設備（空調等）へ
の更新促進による電
力使用量の削減

・	リアルタイムな電力
使用量の見える化に
よるピーク電力の
削減

2008年度比：
4.5%増加

（対前年度比：
CO₂排出量
7.4％削減、
電力購入量
6.8％削減）

【対策】効率的な設
備への更改促進に
加えフレッツ光の
普及によるCO₂
削減貢献度の上昇
をめざす

△

P.62

〜

P.65
・

P.133

〜

P.137 変
更

社会のCO₂削減
貢献度

目標：
対前年度比
増

（2017
年度目安
値:5.2倍）
到達点：
2030年10
倍

紙資源
有効活用

紙総使用量削減率
（対2008年度比）

2020年度
35％以上
削減

・	事務用紙一人当たり
使用量の目標化

・	事務用紙等の両面印
刷、2in1印 刷、ペ ー
パーレス会議等の基
本施策の徹底

2008年度比：
44.8%削減 ○

P.65

〜

P.67
・

P.133

〜

P.137
廃 棄 物 の
適 正 管 理
と 資 源 の
有効活用

最終処分率
・	全廃棄物
・	撤去通信設備廃

棄物
・	土木廃棄物

2020年度 
最終処分率
・	全廃棄物：

1.5％以下
・	撤去通信設

備および
土木廃棄
物：ゼロエ
ミッション

（最終処分
率1%以
下）の継続

・	撤去通信設備、土木
廃棄物のリサイクル
の継続実施

・	オフィス廃棄物にお
けるリサイクル可能
業者の選定

・	什器等利活用可能品
の売却

・	リユースによる排出
量の抑制とリサイク
ルの促進

・	サーマルリサイクル
の促進

全廃棄物：0.45%
撤去通信設備およ
び土木廃棄物：
ゼロエミッション
(最終処分率1%
以下)

○ 変
更

全廃棄物の
最終処分率

目標：
1%以下
到達点：
2030年ま
で継続
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「度数率」=（労働災害による死傷者数／延実労働時間数）× 1,000,000
「強度率」=（延労働損失日数／延実労働時間数）× 1,000

CSRテーマ 関連
SDGs

CSR重点
活動項目 KPI 2016年度

指標値
目標／
到達点

2016年度
取り組み

2016年度
結果

自
己
評
価

関連
記事

2017年度
指標値

目標／
到達点

チ
ー
ム
N
T
T
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

私たちは、“チーム
NTT”として、さま
ざまなパートナー
の皆さまとともに
高い倫理観と人権
意識を持って事業
に取り組み、ダイ
バーシティを尊重
した働きやすい職
場環境の整備や個
の成長に努め、豊
かな地域社会づく
りに貢献します。

労働安全衛
生の
水準向上

労働災害
の撲滅

労働災害発生件数
（度数率、強度率）
（度数率・強度率
の算出方法は
下記囲みを参照）

労働災害
発生

「0」件
（度数率、
強度率
対前年度比
減）

・	新任管理者・既任管
理者研修を通じた、労
働災害状況の共有お
よび、時機を捉えた注
意喚起文書の発出

労働災害件数：
44件
度数率：0.5800

（対前年度比：
+0.0703）
強度率：0.0020

（対前年度比：
▲0.0024）

【対策】事故情報の
共有、安全運転指
導等を実施し、労
働災害発生「0」を
めざす

△ P.86 継
続

労働災害
発生件数

（度数率、
強度率）

労働災害
発生

「0」件
（度数率、
強度率
対前年度比
減）

多様性の
尊重と
機会均等の
推進

女性
マネー
ジャー数
倍増

女性マネージャー
数

2016年度末
女性マネー
ジャー数 
約300 名

・	女性社員への意識啓
発施策展開
女性キャリア開発研
修（年２回）
育児休職復帰者研修

（年１回）
仕事と育児の両立に
向けた異業種座談会

（年1回）
パートナー参加型仕
事と育児の両立セミ
ナー（年1回）

・	上司のマインド醸成
女性部下を持つ管理
者研修（年3回）

2016年度末女性
マネージャー数
約300名達成

○
P.91

〜

P.94

変
更

女性マネー
ジャー比率

2018年度
末までに
女性マネー
ジャー比率
6％以上

人権の
尊重

人権に関する
研修受講者数

毎年度
全対象者受
講

・	ビジネスナレッジ（e
ラーニング）研修の実
施 

・	各組織における人権
啓発研修の実施

・	階層別（新規採用社
員・新任管理者等）研
修の実施等

全対象者受講 〇 P.129 継
続

人権に関する研
修受講者数

毎年度
全対象者
受講

社会貢献
活動

地 域 に 根
ざした
社 会 貢 献
の実施

社員一人あたり
参加回数

対前年度比
増

・	毎月の環境デー
（5日）におけるビル
周辺清掃活動等の継
続実施

・	地域イベント等への
積極参加

・	社 員 参 加 型 ボ ラ ン
テ ィ ア の 実 施（ 年3
回）

社 員 一 人 あ た り
1.57回

（対前年度比：
＋0.01回）

○
P.99

〜

P.115

継
続

社員一人あたり
参加回数

対前年度
比増
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過去３年間の実績をとりまとめて掲載しています。

CSR活動に関わる各種データの推移

CSRテーマ CSR重点活動項目 指標 KPI 単位 2014年度 2015年度 2016年度 備考

安
心
・
安
全
な

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

重要インフラとして
高い安定性と信頼性
の確保

重大事故発生件数 ● 件数 0 0 0
安定サービス提供率 ● % 100 100 100
電柱の更改 本数 約3万 約4万 約4万

「現場力向上フォーラム」*1来場数 人数 約6,450 約6,700 約7,400
災害用伝言ダイヤル（171）体験利用実績 件数 約102万 約89万 約84万
災害用伝言板（web171）体験利用実績 件数 約47万 約39万 約66万

情報セキュリティの
確保

情報セキュリティ関連研修受講者（契約社員および派遣社員等を含む） ● 人数 約6.2万（全対象者） 約5.9万（全対象者） 約5.5万（全対象者）
情報セキュリティ監査実施組織数（全対象組織） ● 組織数 50 49 49
セキュリティ人材数 ● 人数 ー 約3,100 約4,700

人
と
社
会
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

お客さまへの
価値提供を通じた
持続可能な社会への
貢献

「フレッツ光」契約数 ● 件数 1,040万 1,067万 1,117万
新サービスやソリューション提案件数（報道発表） ● 件数 37 21 22
お客さま相談センターへのお問い合わせ件数 件数 約12万7千 約13万 約11万
ネット安全教室*2 開催 講座数（受講児童数） 1,821（53,550） 1,673（48,810） 1,466（37,118）
e -ネットキャラバン*3への講師派遣 講座数（受講者数） 158（23,010） 171（26,428） 95（15,000）

人
と
地
球
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

持続可能な社会の
実現に向けた
環境経営の推進

CO₂排出量2008年度比削減率 ● ％ 20.1％増加 12.8% 増加 4.5% 増加
CO₂排出量 t- CO₂ 125.2万 117.6万 109.0万
電力使用量 kWh 22.7億 21.9億 20.4億
紙使用量2008年度比削減率 ● ％ 44.9％削減 48.9%削減 44.8%削減
紙使用量 t 18,960 17,558 18,975
廃棄物最終処分率 ● ％ 0.45 0.50 0.45
廃棄物最終処分量 t 0.11万 0.14万 0.09万
ISO14001社員カバー率*4 ％ 94.9 96.4 93.1
eco検定*5合格者数 人数 500以上 400以上 600以上

チ
ー
ム
Ｎ
Ｔ
Ｔ
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

労働安全衛生の
水準向上

労働災害発生件数 ● 件数 50 38 44
死亡者数 人数 0 0 0
度数率*6 ー 0.6342 0.5097 0.5800
強度率*7 ー 0.0050 0.0044 0.0020

人材育成の推進に
向けた取り組み

NTT中央研修センタ利用者数 延べ人数 約26万4千 約26万8千 約29万4千
スキル向上研修 延べコース数 134 125 167
社内資格認定試験 資格数 127 127 147
社内資格受験者数 人数 約13,700 約13,400 約13,400
社外資格取得支援 資格数 218 240 273
eラーニング教材提供 提供数 90 94 136
通信教育講座の提供 提供コース数 196 246 253

多様性の尊重と
機会均等の推進

女性マネージャー数 ● 人数 約240 約270 約300
年次休暇取得日数（一人あたり平均） 日数 19.7 19.5 19.8
育児休職取得者数 人数（男性再掲） 232（5） 236（1） 393（1）
介護休職取得者数 人数（男性再掲） 11（8） 10（6） 19（7）
育児短時間取得者数 人数（男性再掲） 470（6） 410（4） 478（3）
介護短時間取得者数 人数（男性再掲） 13（7） 8（4） 19（9）
在宅勤務制度利用者数 人数 293 362 340
障がい者雇用率（翌年6月時点） % 2.11 2.30 2.43

社会貢献活動

社員参加者数（募金活動等を除く） ● 延べ人数 約5.1万 約5.6万 約5.3万
電話お願い手帳*8発行 部数 約8万 約7.2万 約3.6万
NTT東日本スポーツチームによる教室の開催 回数 11 13 20
マッチングギフトプログラム*9による寄附金額 千円 4,382 7,791 7,784

マネジメ
ント全般 コンプライアンス

「企業倫理ヘルプライン」への申告件数 件数 73 64 74
企業倫理の取り組みアンケート（NTTグループ企業倫理憲章を知っている） ％ 99 99 99

＊1. 現場社員の「スキル・ノウハウの水平展開」「スキル・ノウハウの継承」「新技術付与・意識の醸成」を目的として研修センタで行う「技
能競技会」や「優良施策ワークショップ」　＊2. NTT 東日本の社員が小学校等で行う、インターネット上のコミュニケーション等がテーマ
の出張授業　＊3. インターネットの安心・安全な利用に関する保護者、教職員等を対象とした講座　＊4. ISO14001 に加え、中小規模
向けの環境マネジメントシステムであるエコアクション２１認証・登録制度、グリーン経営認証を含む　＊5. 東京商工会議所が主催する環
境問題への取り組みに関する検定　＊6. （労働災害による死傷者数／延実労働時間数）×1,000,000　＊7. （延労働損失日数／延実
労働時間数）×1,000　＊8. 耳や言葉の不自由な方が外出先で電話連絡等を行う際に、用件や連絡先等を書いて近くの方にご協力を
お願いするコミュニケーションツール　＊9. 社員等の自発的な募金活動で得た金額に対して、会社も同額を拠出して寄附を行う制度

集計対象範囲は、ＮＴＴ東日本グループを基本とする。
NTT 東日本、地域子会社、NTT-ME、NTT 東日本サービス
NTT クラルティの特例グループ連結会社（NTT および NTT 東日本等のグループ 18 社）

※1

※2

※1

※1

※2
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●  4SC補修工法(新工法)

つなぐ 新たなワークスタイルの実現に向けた研究開発
○分身ロボット「OriHime（オリヒメ）」による在宅勤務の推進

NTT東日本は、2009年4月に在宅勤務制度を導入し、シンクライアント
端末や指紋認証システム等、在宅勤務に必要なICTシステムを整備してきま
した。また、2014年7月からは、在宅勤務のさらなる推進によって、勤務
時間の効率的な活用と柔軟な働き方を推進しています。

しかし、在宅勤務の導入によって、在宅勤務中の社員と、職場の社員との
コミュニケーションが疎になるという問題も生じました。たとえば、職場での
急な会議に出席できない、職場の様子を把握できない、在宅勤務者の職場に
おける存在感が希薄になるなどの問題です。

NTT東日本では、これらの問題を解決するため、株式会社オリィ研究所（本
社:東京都三鷹市）と共同で分身ロボット「OriHime（オリヒメ）」の実証実験
を行っています。
「OriHime」は、在宅勤務者に代わって職場に置かれる分身ロボットであ

り、在宅勤務者の眼となるカメラ、耳となるマイク、口となるスピーカ、感情
や動作を表現する腕等を備えています。OriHimeを活用したワークスタイル
は、映像と音声による職場との通信だけでなく、遠隔操作によりロボットの腕
を動かし、職場の社員に対して気持ちを伝え、在宅勤務者があたかも職場に
いるような感覚を与えます。

今後NTT東日本は、働き方改革の実現に向けて、新技術を活用した開発
を進めていきます。

●  分身ロボットの使用イメージ

○地下ケーブル保守の効率化
NTT東日本ではお客さまに安心してご利用いただける品質の高いサービス

を提供するため、さまざまな保全施工技術の研究開発を行っています。
たとえば地下ケーブルにおける設備の劣化に伴うスタンダードクロージャ

（SC）の端面箇所に発生する漏洩孔の補修作業に対して、温度変化の影響
を受けにくい新たな補修材を詰め込むことで、短時間で半永久的な漏洩防止
が期待できる工法を考案し、補修技術の実用化に向けた工具の開発を進めて
いる等、さまざまな保全施工技術を実現しています。
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スマイル活動の実践
NTT東日本は、お客さまのさまざまな声を事業活動の改善や新サービスの

開発に役立てる「スマイル活動」を行っています。
「お客さま相談センター」等には、お客さまからさまざまな「ご意見・ご要

望」「賞賛」「苦情」が寄せられます。組織横断的に改善を検討する必要がある
「ご意見・ご要望」については「スマイルワーキング」でさまざまな角度から
議論を行ったうえで、社長を委員長とする「スマイル委員会」で最終的な審
議が行われ、その決定事項が全社に展開されます。「苦情」については、全
社一丸となって、削減に向けて精力的に取り組んでいます。お客さまからい
ただいた苦情については、迅速に関係各部署へ連絡し、再発防止を図ってい
ます。

NTT東日本では、引き続きお客さま満足度向上に向けて、まい進していき
ます。

2015年度に光コラボレーションモデルを開始しました。以降、光コラボ
レーション事業者さまがより良いサービスをお客さまにご提供できるよう、事
務処理ルールや各種ツール類の整備、および苦情受付時の光コラボレーショ
ン事業者さまとの連携体制の確立に取り組みました。

引き続き、より良いサービスをご提供できるよう、取り組んでいきます。

スマイル
委員会

スマイル
ワーキング

改善方法の検討

●ご意見
●ご要望

サービス改善

お
客
さ
ま

支　店

お客さま
相談センター

116・113 等

●  スマイル活動の流れ

●  お客さま相談センターにおける受付状況

■ 2015 年度 ■ 2016 年度

相談・問い合わせ
80.8%

苦情
5.5%

意見・要望
1.2%

その他
12.4%

賞賛
0.1%

合計：約110,000（件）

相談・問い合わせ
81.0%

苦情
7.0%

意見・要望
1.0%

その他
10.9%

賞賛
0.1%

合計：約130,000（件）
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NTT東日本を取り巻く環境も日々大きく変化を
しています。2015年に提供を開始した光コラボ
レーションモデルについては事業者数も増え、光ア
クセスサービス契約数が約２年で500万契約を突
破しました。その勢いでお客さま相談センターへも
数多くのお問い合せがあり、「フレッツ光との違い
は何か？ユーザのメリットは何か？どうして料金が
安くできるのか？」等、日々ご相談をいただいてい
ます。特にご高齢のお客さまには、わかりやすく親
身にお話をしています。「今なら工事費無料です。」

「料金が大変安くなります。」等の甘い誘い言葉には
十分に内容を確認することを促しています。

昨今、「NTT」「NTT東日本」を会社名、または会
社名の一部に使用した悪質な騙り商法が横行してい
ます。不審な電話や文書が届いた時には、遠慮なく
ご相談いただけたらと思います。被害にあわれない
ことを切に願っています。

今後、固定電話のIP網移行に向けた具体的なスケ
ジュールが確定しますが、将来展望を見据え、お客
さまが混乱しないよう、しっかりとご案内したいと
考えています。

真摯にお客さまの声に耳を傾け、NTT東日本へ
の信頼性確保と今後の応対品質向上につながるよう
努めていきます。

社 員 の 声  つなぐ 力

お客さまの声を
真摯に受けとめ、
迅速で的確な応対で
信頼される相談センターを
めざします。
NTT東日本
お客さま相談センター長

幸田 義郎



つなぐ 「ネット安全教室」の開催
インターネットや携帯電話を使う子どもたちが増えるにつれ、ICT時代なら

ではのトラブルも増加しています。そこで、NTT東日本グループでは、ICT 
時代のコミュニケーションの仕方やマナーをテーマにし、小学校等への社員を
派遣した出張授業「ネット安全教室」を実施しています。

2006年から開始した「ネット安全教室」は、2017年3月31日現在、延
べ3,356校、319,340名の子どもたちが受講しました。子どものインター
ネット事情にあわせて、小学校低学年向けと高学年向けのカリキュラムとツー
ルを用意しており、授業内容の充実を図っています。

今後も、最新のインターネット事情等に即したカリキュラム等を提供し、子
どもたちへインターネットの適切な利用を伝えるとともに、テキストやホーム
ページ等についても適宜見直しを図っていきます。

つなぐ ｅ-ネットキャラバン*への講師派遣
「e-ネットキャラバン協議会」は、総務省、文部科学省およびボランティア

講師派遣企業等で構成され、インターネットの安心・安全な利用に関する啓
発活動等により、子どものネット社会における安全と健全な発育を促進し、安
心・安全な情報通信社会の実現に資することを目的として、保護者・教職員
等を対象に「e-ネット安心講座」を開催しています。

NTT東日本グループは、e-ネットキャラバンに講師認定の登録を受けた社
員を積極的に派遣しており、インターネットの安心・安全な利用に関する啓発
を行っています。2016年度は、95の講座に講師を派遣し、保護者・教職
員等15,000名に対して講演を行いました。今後も継続して社員の派遣を実
施していきます。

授業風景

NTT東日本公式ＨＰ 子どもたちに向けた取り組み　
「ネット安全教室」
http://www.ntt-east.co.jp/kids/netanzen.html

次世代のICT社会を担う人材の育成
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ネット安全教室へ参加した子どもたちによると、
「最近の小学生の多くはスマートフォンを使ったこ
とがある」とのことで、私が小学生だったころとの
環境の違いに驚かされました。使いはじめる年齢が
下がるにつれ、悪意を持った人に騙される等の危険
が高まることから、より早い段階からネットの安全
な利用について勉強してもらうべきだと感じていま
す。授業での子どもたちの笑顔を通じ、私たちも元
気をもらうことができました。そんな生徒たちの笑
顔が曇ることがないよう、より安全で快適なネット
社会の実現に向けネット安全教室への取り組みを継
続していきたいと考えています。

ネットを賢く
利用していただくために

NTT東日本-南関東
茨城支店
第二ビジネスイノベーション部
第二バリュークリエイトグループ

安部 葉月

社 員 の 声  つなぐ 力

*e-ネットキャラバン：「e-ネット安心講座通信業界キャラバン」
の略称。講座は、迷惑メール・ウイルス・インターネットを通
じた犯罪に関する情報や、その対処方法等について実施。

用 語 解 説



つなぐ 「夏休み親子体験教室」の開催
NTT東日本 千葉事業部では、2016年千葉県および茨城県在住の小学４

年生～６年生の親子を対象に、安心・安全に暮らせる社会の実現に向けた社
会貢献活動の一環として、毎年夏休み期間に親子体験型のイベントを開催し
ています。

11回目となる2016年度は、7月27日に「夏休み親子体験教室」と称し、
33組70名をＮＴＴ武蔵野研究開発センタ（東京都武蔵野市）へ招待し開催し
ました。当日は、ＮＴＴ武蔵野研究開発センタ内「ＮＴＴ技術史料館」で、昭
和の赤公衆電話機や黒電話、大阪万博に登場したワイヤレステレホン等懐か
しい電話機を見学後、復元された交換台や電話機を使い電話のつながるしく
み等を体験の他、実験棟にて普段体験できない電波の届かない部屋、音の
響く部屋、音を吸収してしまう部屋等での実験模様を見学しました。参加者
は各所での説明に興味深く耳を傾け、さまざまな体験を通じて通信の過去か
ら未来までを学びました。

つなぐ ICCの活動について
NTTインターコミュニケーション・センター（ICC）は、1990年に日本の電

話事業が100周年を迎えたことを記念する事業の1つとして構想をスタート
し、1997年に東京／西新宿にある東京オペラシティタワーにオープンした、
NTT東日本が運営する文化施設です。ICCはコミュニケーションというテー
マを軸に、最先端の科学・技術と先進芸術の融合を作品化したメディア・アー
ト※を、展示会やシンポジウム等のイベントを通じて、世の中に発信し続け、
人々に開かれたオープンなスペースとして広く親しまれています。

ICCの中心的な展覧会として、毎年展示内容を入れ替えながら入場無料
で公開している長期展覧会「オープン・スペース」展があります。メディア・
アートへの入門編として、親しみやすく楽しめる展示構成をめざし、幅広い観
客層に向けて紹介する展覧会です。また作品に触れて、体感することをとお
して、子どもたちにメディア・アートのおもしろさを紹介する「ICCキッズ・プ
ログラム」を、2006年から毎年夏休み期間に開催しています。会期中には、
子どもを対象としたワークショップ等も実施してきました。

こうした活動が評価され、2012年10月、NTT東日本は、公益社団法人
企業メセナ協議会が主催する「メセナ アワード*2012」において、ICCの活
動により「文化庁長官賞」を受賞しました。今後もICCの活動を通じてメディ
ア・アートの普及、芸術文化の振興に貢献していきます。

「ジャグラー」　 「マシュマロスコープ」

ICC
http://www.ntticc.or.jp/

メディア・アートとは、コンピュータをはじめとするさまざ
まな先端メディア・テクノロジーを使用したアート作品を
総称する言葉。

※
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体験コーナー 説明を聞く小学生

実際に手にとって体験 懐かしい電話機を見学

*メセナ アワード：企業や企業財団による優れたメセナ（芸術
文化支援） 活動を顕彰することを目的として1991年に創設
されました。芸術文化活動への資金提供や自主企画の実施、
地域に根ざした取り組み等、芸術文化の振興につながるあら
ゆる活動を対象としています。

用 語 解 説

夏休みの自由課題に役立ててもらうため、2016
年度はNTT研究開発センタへご招待し、通信の歴
史や各施設の見学や、いろいろな体験もしてもらい
ました。参加のみなさんが笑顔で楽しみながら、通
信のつながるしくみやNTTの技術も知ってもらう
ことができました。

また、今回は千葉西支店、茨城支店とも連携し、
各エリアのお客さまを招待することにより千葉事業
部一体となった取り組みもでき、これまでより一層
有意義なイベントになったと思います。

今後も、「お客さまに選ばれ続ける会社」をめざ
して地域の皆さまに貢献するため、さまざまな社会
貢献活動に取り組んでいきます。

社 員 の 声  つなぐ 力

お客さまに選ばれ続ける
会社をめざして

NTT東日本-南関東
千葉事業部
総務部総務部門
CSR・人権担当 担当課長

今津 康弘




















































































































































































